2006 年6月16日

アフリカ日本協議会　近藤

『NGOから学ぶ！アフリカで活動するNGOのマネージメント』

第1回「私たちのターニングポイント（事業展開と運営評価）」

1. 日時：2006年6月16日（金）18：30-20：30

2. 場所：丸幸ビル2F共用会議室（東京都台東区東上野1-20-6丸幸ビル2階）
3. 講師：
①日本国際ボランティアセンター　南アフリカ事業担当　渡辺直子氏

②フー太郎の森基金　理事長　新妻香織氏

③東アフリカの子どもを救う会・アルディナウペポ　運営委員　岩井雪乃氏

4.事業展開と運営評価

5.出席者：18名（+講師3名）

************************************************************************************

講師からのプレゼン①

「住民参加型HIV/AIDS予防啓発及び感染者支援強化プロジェクト」

他団体と連携して事業展開に至った経緯や連携後のプロジェクトの変化、利点、及び課題など。 

＜日本国際ボランティアセンター(JVC)　渡辺　直子氏＞

①JVCの活動

現在、当会では、南アフリカで3つのプロジェクトを行っている。そのうち、HIV/AIDSの予防啓発及び感染者支援強化プロジェクトを、シェア＝国際保健協力市民の会(SHARE)と共同で行っている。SHAREは保健分野に強いNGOである。この南アフリカの活動地はリンポポ州ベンベ郡マカド地区23村である。

②活動の5本柱（現地のボランティアと共に行っている）

◇ボランティアによる在宅介護(Home Based Care: HBC)

→ケアギバー（介護をする家族）へのアドバイス

→感染者だけでなく、寝たきりの人などの介護

→村の状況についてモニタリング、報告

◇予防啓発ボランティア(Peer Educator:PE)の予防啓発活動

→文字を読む文化があまり無く、文字が読めない人がいるので、劇や資料配布を通して、HIV/AIDSの正しい情報を伝える。

◇遺児およびケアが必要な子供の支援（緊急）

→ケアが必要な子供：親や、親戚の親の世代もすべて亡くなってしまった子供

→食糧配給、子供向けワークショップ・キャンプ開催（在宅介護ボランティアがケア）

→家族の介護で学校に通えない子供を学校に通えるようにサポート、子どもらしく楽しい時間を過ごす機会を作る

◇HIV陽性者によるサポートグループミーティング

→精神的に弱っていく人達が多いので、感染者自身による自助グループをサポート。

→感染者に対する差別が強いので、彼らが楽しく生活する姿を示すことで、周りの人が受け入れていくようになることが狙い。

→治療に必要な情報交換や、悩みを相談できる。

◇家庭菜園（JVCのこれまでの経験を生かして）

→栄養状態を保つ。治療を受けるにも体力が必要。

特徴：コミュニティーに根ざした地域開発活動と患者のケア、といった保健医療活動という側面

③事業実施体制

＜東京＞

JVC東京本部（プロジェクト後方支援・広報）とSHARE東京本部（プロジェクト後方支援、エイズに関するテクニカルアドバイス、広報）が連携

＜南アフリカ＞

JVC南アフリカ事務所＠ヨハネスバーグ（プロジェクトの運営・管理アドバイス）にJVC職員1名駐在。リンポポ州ベンベ郡にJVCリンポポ連絡事務所（プロジェクトの運営・管理責任、SHARE職員1名駐在）、TVAAP（Tivoneleni Vavasati =Women Watch Out For Yourself= AIDS Awareness Project；カウンターパート）、ボランティアがおり、それぞれが連携している。また、ジョハネスバーグとリンポポ間で報告、連絡調整を行い、東京と南アフリカ間でも連絡調整と報告を行っている。

④経緯：両団体の特徴

2004年度、はじめはJVC、SHAREともに独自で、南ア/南部アフリカでのHIV/AIDSプロジェクトの可能性について調査していた。

＜JVCの特徴＞

· 1991年以来、南アフリカで15年間、難民支援、農村開発、CBO(住民組織)の支援を行う→地域開発に強い

· ソマリア、エチオピアなどアフリカでの経験あり

· しかし、HIV/AIDSの分野で経験なし

＜SHAREの特徴＞

· タイ、カンボジアなどアジアを中心に保健医療分野で活動

→現在はHIV/AIDSでの取り組みが中心

· しかし、アフリカでの経験なし

⇒アフリカ、地域開発に強いJVCと保健医療分野、とくにHIV/AIDS分野に強いSHAREが連携

⑤利点・課題

＜利点＞

両団体の特徴を活動に生かせる→相乗効果

＜課題＞

役割・資金分担のあいまいさ。

→やり始める前から経費を予測することは困難であった。プロジェクト開始後10ヶ月経ち、ようやく課題が整理でき、落ち着きつつある。

＜質疑応答＞

質問：2団体は本当に上手くプロジェクトを遂行できているのか？

渡辺さん：JVCとSHAREは非常に近い関係。（JVCの医療分野が独立してSHAREになったという経緯）契約書を取り交わして、プロジェクトを開始したわけではないので、多少曖昧な部分もあった。全く面識のない団体同士でやった方がスムーズに行く可能性はある。

質問：共同プログラムに向けての準備調整期間はどの程度だったか？

渡辺さん：1ヶ月くらい。SHAREはもともとジンバブウェでプロジェクトを行う予定だったが、ジンバブウェの状況が悪化したため不可能に。一方、JVCはプロジェクト担当の人が都合悪くなり、難しくなった。そこで、お互いのタイミングとニーズが一致。南アで協力してプロジェクトを行うことになった。

質問：SHAREは全くアフリカで活動してこなかったわけではないのでは？

渡辺さん：20年ぐらい前に緊急医療活動で、アフリカでもプロジェクトをおこなっていた。長期にわたりプロジェクトを行ったのは初めてだと思われる。

講師からのプレゼン②

JICAの草の根技術協力資金を受けたことによるエチオピアでの事業展開の変化について 

＜フー太郎の森基金　新妻　香織氏＞

①フー太郎の森基金について

福島県相馬市（人口4万人）に本拠地がある。エチオピアのラリベラで、緑化と水資源開発を1999年から行っている。

◇不注意な一歩のススメ

30歳まで雑誌の編集者をしていた。30歳から5年間、アフリカへ行って文章を書いていた。そのときエチオピア・ラリベラのお祭りを見に行き、子供にいじめられていたフクロウを見つけた。そのフクロウを助けてあげたのが始まり。森に放してあげようと思ったが、エチオピアでは森林が減少していた（かつて40％あった森が4％にまで）。これが植林活動をしようというきっかけとなった。

→まったくNGOのことを知らないただのライターが、「アフリカの大地に1本から木を植えていこう」と、全国を講演して歩き、350万円集め、エチオピアへ飛び立った。しかし、エチオピア政府からNGO認可をもらうのは非常に難しく、仲間探しをしに、5年ぶりにラリベラへ飛び立った。ラリベラ高校の環境クラブと共同で植林活動をできないかと校長先生に交渉し、交渉が成立したため、活動がスタートした。創設のちょうど１年後に現地事務所を開設でき、日本人スタッフが駐在を始めた｡政府の認可は、活動の成果が出た3年後に獲得できた。

◇他団体との差別化…フー太郎流マーケティング大作戦：アフリカで活動するNGOはたくさんあるので、まずはネーミングで勝負。また、日本人は動物に弱い、というところからフー太郎というフクロウをキャラクターに起用することになった。

◇専門家は要らない：最初の現地駐在員はピアノの先生で、英語も話せなかった。しかし、笑顔がすばらしく、現地の人とうまく協力して活動していくことができた。現在も、“専門家は現地人。駐在員はコーディネーター”という考えを貫いている。

②助成金とその活動内容

◇郵便局の国際ボランティア貯金／環境教育による緑化事業

→活動開始の翌年から国際ボランティア貯金から資金援助を受けた。

◇国土緑化推進機構（緑の羽根）／緑地公園造成（4箇所）

◇外務省草の根無償資金協力／学校建設（8教室）、バイオガストイレ建設

③JICA草の根技術支援協力事業

◇溜池造成(8箇所)

→活動地は、3日に1回しか水がこない。

→雨季の雨水を溜めるだけではなく、年間１０億トン流失してしまうという土壌を留めることができる｡また溜池の周りにグリーンベルトを作り、森を広げて地下水を涵養できる。

但し、JICAにプロポーザルを出すときに、溜池の設計図まで書かなければならず、労力はかかった。

◇いちおし！活動に即した、使いやすい会計システム

ⅰ．継続3ヵ年の長い事業なので、1年のうち四半期ごとの精算報告は、領収書の管理や現地の状況を細かく把握できる面において有効だと思われる。業務をいくつも抱えながら同時進行させている現実の中では、スケジュールがあらかじめ四半期ごとに組まれていることは、管理されている側からすると安心感がある。

ⅱ．貨幣の換算レートは毎日のレートから割り出すJICAのレートの資料を利用しているため、換算や換金証明書の保管など、提出書類の削減や作業の削減が図られる。実勢レートに近くて分かりやすい。例えば、外務省の場合、申請書を書いても認可は1～2年後であり、通貨や物価の変動を全く考慮してくれないので、大きな損失に繋がる可能性がある。

ⅲ．JICAの場合、管理費が一律。人件費×0.25の計算で打ち切り。例えば、郵政公社は釘１本でも領収書が必要で、わずか百数十万円の精算にも、ダンボールひとつの領収書になり、報告業務が膨大だった。

◇魅力的なプロポーザルを作ろう

JICA草の根技術支援協力事業は非常にお勧めではあるが、JICA独特のフォームがありプロポーザルを書くのが難しい（参考文献「実践的評価手法－JICA事業評価ガイドライン」国際協力出版会）。「技術移転」というポイントを抑えながら、地元に根付きながら活動を進めてきた経験を十分に訴えることが重要である。

講師からのプレゼン③

｢2国目での事業展開の経緯―ケニアからウガンダへ―｣

長年支援していた国のプロジェクト対象地域に国際NGOが入り、２ヶ国目での支援に移行した経緯など。 

＜東アフリカの子供を救う会（アルディナウペポ）　運営委員　岩井　雪乃氏＞

①アルディナウペポの活動方針

支援対象：東アフリカの子どもたち

支援内容：住居（寝る場所）の提供と給食→現在の生存に欠かせない物資の提供

自立のための職業訓練→子どもたちが独立して生きていけるようにするため

②これまでの活動概要

・1990年から開始：単発的にケニア現地で支援活動

・1994年－2003年

ダゴレッティー・チルドレンズ・センター(ケニア)

→アルディナウペポは規模が小さく、日本人のスタッフを派遣できないため、現地の人が全て業務を行っている。しかし、ワークショップや販売に関しては日本人を派遣した(3年強)。

→宿舎建設、給食、職業訓練(身体障害者の子供を対象にビーズアクセサリー、絵の具や刺繍を使ってグリーティングカードの作成技術およびマーケティングの指導)、農業指導（健康な子どもを対象に、自分たちが食べる分を栽培）、このセンターから農業指導員1人を日本へ招聘して研修受けさせた。

· 2002年～現在も継続中

サイディアフラハ（ケニアで活動する日本の団体）を支援。

→給食、職業訓練所建設、運営支援
· 2003年－2005年

ラッキーアカデミー(ケニア・ギダリマリグ地区、ケニア人の青年経営の“寺子屋”を支援。

場所はスラム街の中にある。教室・識字教室で、読み、書き、計算を教える。

· 2004年～現在も継続中

テオコノ・センター（ウガンダ・グル）

→ナイトコミューターの宿泊所建設(2005年完成)・運営・職業訓練所を建設中

※ナイトコミューターの問題：ウガンダ北部に、“神の抵抗軍(LRA)”という反政府ゲリラがおり、ムセヴェニ政権と対抗している。強力な軍事力を持っており、子供をさらって少年兵にし、同じ村出身の人たちを殺させたり、手足を切断させたりする。また、女の子を性的奴隷にしたりする。このゲリラは夜に活動するため、それから逃げるために約一万人の子供たちがグルの街に逃げてくる。彼らがナイトコミューターと呼ばれる。朝になると家に帰る。寝る場所がないので、雨のときも外で寝る。

→共同生活なので、センター内で皮膚病などが流行することもあるため看護婦も常駐。

→この宿泊施設では、元子ども兵士もいるので、トラウマケアのプログラムも行っている。

→彼らの民族である、アチョリ族の伝統から離れてしまうのを避けるために、宿泊施設で伝統的慣習を取り入れたプログラムも実施している。

③ダゴレッティ支援終了の経緯

ダゴレッティ…様々なドナーがあり、そのうちのひとつがアルディナウペポ

· 2001年ごろから

Feed The Children(FTC、アメリカの大手NGO)が、センターの運営に全面的に乗り出す。白人のマネージャーになり、資金・運営ともに充実。

· 2002年

2000年から開始していた職業訓練所の運営が軌道に乗る→作成された製品の販売も確保できるようになり、現地人だけで十分やっていけるようになった。

→より危機的な状況で緊急に支援を必要としている子供たちを支援したいということで、ダゴレッティでの支援を終了。

④ウガンダ・グル支援（2カ国目）開始の経緯

· 2003年

→ナイロビで朝日新聞駐在員の方からウガンダ・グルの危機的状況と支援の必要性を知らされる

→桜木奈央子さん（当時大学生、現在現地コーディネーター）との出会い

→桜木さんからグルの青年によるNGO・UYAP（グル出身のマケレレ大学を卒業した青年たちが運営）を紹介してもらう。UYAPを運営している青年たちは、自分も子どものころナイトコミューターだった経験をもっており、現在のナイトコミューターを助けたいという思いで活動している。

⑤2カ国目において一カ国目の経験が生かされた点

・宿舎や教室の建設

・現地協力者との関係の持ち方

・職業訓練所の運営の仕方

→基本的な活動内容は変わらないので、蓄積した経験を生かせる場合が多い。

→ウガンダのほうが協力者との良い関係を作りやすい。ウガンダ人に関しては、ケニア人より、全般的に日本人との協力関係を作りやすい傾向にある。

⑥うまく2カ国目に展開できた要因

・よい現地協力者を見つける、確保する

・資金の確保

・人材の確保

＜質疑応答＞（新妻さん・岩井さんのプレゼンに関して）

質問：二国目に移ってよかったと思うか？

岩井さん：現地の人とのやり取りという点では、ウガンダ人の方がやりやすいので、良かったと思う。しかし、ウガンダの方が政府の管理統制が厳しいので、制約の中で活動しなければならないという面は、ケニアより大変だった。

質問：援助が一箇所に固まってしまう現象がある中で、より必要なところで活動をしたいということから、ウガンダでの活動はやりがいがあるのではないか？

岩井さん：人道緊急援助をやるには、政府や国連のような軍隊を持っているような機関しかなかなか入っていけない。グルは今でも内戦地域とされており、アルディナウペポのような小さな団体でも活動していけるのであろうかという不安はあった。しかし、実際行ってみて、やっていけるだろうという判断の下、プロジェクトを開始した。

質問：どのように現地協力者を得るのか、また、どのように経験を蓄積していくのか。

新妻さん：村へ行き、食堂で食事をしていたときに、声をかけてきたのが村長さんで、なぜ自分たちがここにいるのかということを話したら、では一緒にやりましょう、ということになった。このように、現地協力者を探すのは偶然の出会いが大切である。緑化事業に関してはラリベラの現地の人とやっていくことで成功したが、溜池に関してはやはり経験のある方が必要だったので、経験者に来ていただいた。人件費は高かったが、プロジェクトを運営していくには、しっかりした人が必要だったので、受け入れた。

　ノウハウを蓄積していく点について。現在、溜池のプロジェクトに関しては農業省と共同で行っている。働き手を募集した際に300人の現地の人が集まってきて、誰がどれだけ仕事をしたのか分からなくなった。しかし、歩合制にしたらはっきりわかるようになった。これは現地人のアイディアである。このように現地の人のやり方が必要なときがある。

岩井さん：代表吉田の情報収集能力とコミュニケーション能力によって現地協力者を得ている。現地で積極的に色々な人と会い、信頼できる人を見つける。そして、人脈を作っていく。最初に信頼できる人を見つけるまでは苦労するが、これを乗り越えると上手くいくようになる。

　ノウハウの蓄積については、同じ人が継続してやるということが重要。また、経験を持っている人をうまく引き込んでいくことも大切である。経験は文章などを通して伝えていくことはなかなか難しい。なるべく一緒にいて、やり方を見て覚えていくというやり方が望ましいのでは、と考える。

質問：これからNGOを立ち上げていきたいのだが、アフリカの現地人と活動していく上で大変な点は何か？

岩井さん：アフリカの人のやり方や、金銭感覚は、日本の常識では考えられないことがある。例えば、見積書を出して支払った後に、建設途中に「お金が無くなったのでもっと欲しい」というようなこともある。現地の考え方にあわせるところもあるし、どうしても譲れないところもある。その線引きと柔軟性が求められるのではないか。

新妻さん：お金の面は大変シビアにやっている。団体が駄目になっていくのはお金のからむことが多い。エチオピアは会計に関して厳しい国であり、政府の認可が降りたNGOには公認会計士がつく。お財布はエチオピアスタッフには渡しておらず、日本人がすべて管理している。お金の面で信頼関係が崩れるのは、もったいない。

＜グループディスカッション＞テーマ：事業展開にあたり重要なことは何か

Aチーム発表：①事業資金確保の方法（お金がなければどうしようもない）②次世代の人材を育てていくことも大切③事業展開をするにあたり、障害があっても他の方法を考え、諦めないことが大切。

Bチーム発表：①複数の国で事業展開をすると、内戦などで事業継続が難しくなった場合、危険分散ができるという利点がある。②資金確保の方法　③事業展開を考えた場合は、強い意志を持って援助活動に入ることが重要。

Cチーム発表：①専門家が国際協力に関わると、資金がかかりすぎる。専門家活用には工夫が必要。②大学とエチオピア政府との連携、といった例から、既存の国際協力のイメージに捉われない新しい活動の形を模索することが必要である。

＜ファシリテーター総括＞

グループディスカッションで、壁があってもあきらめない、強い意思が必要という意見が出た。壁にあたってもそれをチャンスに変えて頑張っていくということが重要なのではないか。お金の面では、きっちり管理すべき点は管理していくことが大切である。
提案「NGO相互協力による第三者評価への試み」紹介

日本ブルキナファソ友好協会　清水　貴夫氏

プロジェクト評価について、NGO・ODAを問わず重要性が増している。評価を行う際は、多額の資金が必要となり、アフリカでプロジェクトを実施しているNGOには負担が大きい。さらにプロジェクトの緊急性から、評価の過程を飛ばさざるを得ない事態も考えられる。しかし、こうした問題を乗り越え、より現場に即したプロジェクト展開をしていく上で、過去から学び、将来の問題として検討する作業の重要性は明らかなものである。この試案は、主にNGOスタッフが他のNGOのプロジェクトを評価しようとするものであるが、実際に現場経験のあるスタッフが評価を行うことで、①中間媒体をはさまないことによるコストの削減、②より現場に近い形での評価といった利点を引き出せる、と考えられる。本セミナーのテーマである、「NGOのマネジメント」の具現化の一案として提案されるものである。

→現在は提案レベルのため、今後レビューで賛同者とともに「評価への試み」を考えていく。
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